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報第４号

香芝市税条例の一部を改正する条例の専決処分の報告について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、香

芝市税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分したので、同

条第２項の規定により報告する。

令和６年３月２７日報告

香芝市長 福 岡 憲 宏
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専 決 処 分 書

香芝市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。

令和６年３月１２日

香芝市長 福 岡 憲 宏
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香芝市税条例の一部を改正する条例

香芝市税条例（昭和３２年条例第２号）の一部を次のように改正する。

附則第３条の３の次に次の１条を加える。

（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例）

第３条の４ 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に規

定する特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）があ

る場合には、特例損失金額（同条第４項に規定する災害関連支出がある場合

には、第３項に規定する申告書の提出の日の前日までに支出したものに限る。

以下この項及び次項において「損失対象金額」という。）について、令和５

年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する損失の金額とし

て、この条例の規定を適用することができる。この場合において、第３４条

の２の規定により控除された金額に係る当該損失対象金額は、その者の令和

７年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌

年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該損失対象金額

が生じた年において生じなかったものとみなす。

２ 前項前段の場合において、第３４条の２の規定により控除された金額に係

る損失対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第

４８条の６第１項に規定する親族の有する法附則第４条の４第４項に規定す

る資産について受けた損失の金額（以下この項において「親族資産損失額」

という。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該親族の令和７年度以

後の年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分

の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該親族資産損失額が生

じた年において生じなかったものとみなす。

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第３６条の２第１項又は第４項の規定に

よる申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたもの及びその時までに提出された第３６条の３第１項の確定

申告書を含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場

合（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由がある

と市長が認める場合を含む。）に限り、適用する。

附則第４条中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３項」に改め

る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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報第５号

香芝市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の

専決処分の報告について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、香

芝市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について、次のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。

令和６年３月２７日報告

香芝市長 福 岡 憲 宏
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専 決 処 分 書

香芝市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。

令和６年３月１３日

香芝市長 福 岡 憲 宏
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香芝市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

香芝市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第１１号）の一部を次

のように改正する。

第５条第２項第２号中「８，９００円」を「９，１００円」に改める。

別表中「１２，４４０円」を「１２，５００円」に、「１３，３２０円」を

「１３，３５０円」に、「１０，６７０円」を「１０，８００円」に、「１１，

５５０円」を「１１，６５０円」に、「８，９００円」を「９，１００円」に、

「９，７９０円」を「９，９５０円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第５条第２項第２号及び別表の規定は、この条例の施行の日以後

に支給すべき事由の生じた損害補償並びに同日前に支給すべき事由の生じた

同日以後の期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金（以下

「傷病補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の

生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の

生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。
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報第６号

香芝市手話言語及び障がいの特性に応じたコミュニケーション

手段に関する条例の一部を改正する条例の専決処分の報告につ

いて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、香

芝市手話言語及び障がいの特性に応じたコミュニケーション手段に関する条例

の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の

規定により報告する。

令和６年３月２７日報告

香芝市長 福 岡 憲 宏
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専 決 処 分 書

香芝市手話言語及び障がいの特性に応じたコミュニケーション手段に関する

条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。

令和６年３月１９日

香芝市長 福 岡 憲 宏
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香芝市手話言語及び障がいの特性に応じたコミュニケーション手段に関

する条例の一部を改正する条例

香芝市手話言語及び障がいの特性に応じたコミュニケーション手段に関する

条例（令和２年条例第４号）の一部を次のように改正する。

第６条第２項中「よう努める」を削る。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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報第７号

香芝市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例の専決処分の報告について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、香

芝市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報

告する。

令和６年３月２７日報告

香芝市長 福 岡 憲 宏
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専 決 処 分 書

香芝市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第

１項の規定により、次のとおり専決処分する。

令和６年３月２１日

香芝市長 福 岡 憲 宏
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香芝市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例

香芝市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年条例第１３号）の一部を次のように改正する。

第３０条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３

０人」を「２５人」に改める。

第３２条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３

０人」を「２５人」に改める。

第４５条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３

０人」を「２５人」に改める。

第４８条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３

０人」を「２５人」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすお

それがあるときは、当分の間、この条例による改正後の香芝市家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第３０条第２項、第３２条第

２項、第４５条第２項及び第４８条第２項の規定は、適用しない。この場合

において、この条例による改正前の香芝市家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例第３０条第２項、第３２条第２項、第４５条第２

項及び第４８条第２項の規定は、この条例の施行の日以後においても、なお

その効力を有する。
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議第３７号

令和５年度香芝市一般会計補正予算（第１１号）について

令和５年度香芝市一般会計補正予算（第１１号）について、別紙のとおり議

決を求める。

令和６年３月２７日提出

香芝市長 福 岡 憲 宏
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議第３８号

訴えの提起について

次のとおり訴えを提起するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。

令和６年３月２７日提出

香芝市長 福 岡 憲 宏

１ 事件名

損害賠償請求事件

２ 訴えの相手方

３ 訴えの趣旨

民法（明治２９年法律第８９号）第７０９条の規定による不法行為に基づ

く損害賠償の請求を求める。

４ 訴えの原因

相手方は、 付け業務委託契約に基づき、

に係る設計図書を市に引渡したが、市は、

同設計図書に基づき施工された が破断

等している状況を、 に確認した。

破断等の原因は、同設計図書に係る設計では、
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を十分に想定できていなか

ったことにあり、これらは相手方の過失に基づくものであることから、不法

行為に基づく損害賠償請求として３６，８８０，８４３円を請求したが、相

手方は過失責任を否定し支払いを拒否するため、債権管理として法的手続が

必要と判断した。

５ 訴訟遂行の方針

(1) 弁護士を訴訟代理人と定めることができる。

(2) 事件の推移により、上訴若しくは訴えの取下げ又は和解等、状況に応じ

た措置を講じていくものとする。

(3) その他請求の内容を実現するため、必要な裁判上の行為をするものとす

る。

６ 管轄裁判所

大阪地方裁判所
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議第３９号

訴えの提起について

次のとおり訴えを提起するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。

令和６年３月２７日提出

香芝市長 福 岡 憲 宏

１ 事件名

損害賠償請求事件

２ 訴えの相手方

住所 香芝市

氏名 吉田 弘明

３ 訴えの趣旨

市長在任中における地方税の徴収懈怠による債務不履行責任（民法（明治

２９年法律第８９号）第４１５条第１項）に基づく損害賠償の請求を求める。

４ 訴えの原因

相手方は、平成２４年６月３日から令和２年６月２日まで香芝市長に在任

していたものであるところ

(1) が平成３０年３月２３日に固定資産税のうちの本税分だけを納

付して、延滞金分に相当する地方税７３０，６２０円を納付しなかったに

もかかわらず、これを更に徴収することなく放置して時効消滅させ、よっ

て同額分の損害を

(2) が平成３０年５月７日に固定資産税のうちの本税分だけを納付



- 17 -

して、延滞金分に相当する地方税３５７，１８０円を納付しなかったにも

かかわらず、これを更に徴収することなく放置して時効消滅させ、よって

同額分の損害を

(3) 平成２７年１月１日から令和元年１２月３１日までの間、地方税の滞納

者から納付させるべき税額分合計１１，７９０，０３５円を徴収すること

なく時効消滅させ、よってその回収可能額である合計１，９８０，６６８

円に相当する金額の損害を

それぞれ当市に与えたことでその合計賠償額３，０６８，４６８円の請求を

すべきことになるが、そのうち上記(1)及び(2)の共同責任者である現市長か

らこれまでに６２８，３２６円の賠償がなされて填補されたので、その残額

である２，４４０，１４２円及び利息として訴状送達日の翌日から支払済み

まで年３％の割合による金員の支払を請求することとする。

５ 訴訟遂行の方針

(1) 弁護士を訴訟代理人と定めることができる。

(2) 事件の推移により、上訴若しくは訴えの取下げ又は和解等、状況に応じ

た措置を講じていくものとする。

(3) その他請求の内容を実現するため、必要な裁判上の行為をするものとす

る。

６ 管轄裁判所

奈良地方裁判所葛城支部


